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北 九 州 市 議 会 基 本 条 例  
 

前 文 
日本国憲法においては、地方自治体にはその議事機関として議会が設置され

ることや、議会の議員と執行機関である地方自治体の長はそれぞれの選挙を通

じて主権者から信任を得て、その役割を果たす二元代表制をとることが規定さ

れている。 
  この二つの代表機関は、相互に独立・対等の立場で、互いを尊重し、それぞ

れ適切にその役割を果たすことが求められている。 
国と地方の関係に大きな変化が生じ、議会に対する市民の関心も高まりを見

せるなか、北九州市議会においても市民との協働による開かれた議会の実現を

目指すことが求められている。 
よって、北九州市議会は、市民への責任を果たすため、議会や議員の役割及

び活動原則、議会と執行機関との関係及び議会と市民との関係等を明らかにし

、市民の福祉の増進及び市勢の発展に寄与することを決意し、この条例を制定

する。 
 

【解 説】 

 前文は、議会基本条例を制定しようとした背景や市民との協働による開かれた議

会の実現を図るなど、北九州市議会が市民の負託に応えるための決意を表明したも

のです。 

 

※ 議事機関 

 条例の制定や改廃、予算の決定、決算の認定、その他地方公共団体の行政運営

の基本的事項について審議し、決定する権能を有する機関。議会を指す。 

 

※ 執行機関 

独自の執行権限をもち、その担任する事務について、国又は地方公共団体等の

意思を自ら決定し、執行する権能を有する機関。地方公共団体の長（都道府県知

事、市町村長）及び教育委員会等の委員会及び委員を指す。 

 

※ 二元代表制 

議員と市長は、それぞれ市民による直接選挙で選ばれ、議員で構成する議事機

関（議会）と市長等の執行機関（執行部）が独立・対等の立場で、抑制、均衡し

ながら地方公共団体の運営を行う仕組み。 

 

※ 市民との協働による開かれた議会 

議会が活動を行う際に、市民との意見交換や議会の意思決定過程の公開等を行

うことによって、市民の多様な意見を把握し、市民の参加のもと諸課題の解決を

図るという北九州市議会が目指す方向性。 

 



 2

第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この条例は、地方自治及び二元代表制の趣旨に基づき、議会に関する

基本的な事項を定めることにより、市民との協働による開かれた議会の実現

を図り、もって市民の福祉の増進及び市勢の発展に寄与することを目的とす

る。 

 
【解 説】 

 本条では、市民の福祉の増進及び市勢の発展に寄与するために、議会に関する基

本的な事項を定めることで、市民との協働による開かれた議会の実現を図ることを

規定しています。 

 

※ 市民との協働による開かれた議会 

議会が活動を行う際に、市民との意見交換や議会の意思決定過程の公開等を行

うことによって、市民の多様な意見を把握し、市民の参加のもと諸課題の解決を

図るという北九州市議会が目指す方向性。 
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第２章 議会の役割 

 （議会の役割及び活動原則） 

第２条 議会は、合議制である議会の特性を踏まえ、議事機関として、次に掲

げる役割を担うものとする。 
（１） 議案等の審議及び審査により、本市の意思決定を行うこと。 
（２） 独任制である市長その他執行機関に対して適切な監視及び評価を行

うこと。 
（３） 市政の課題について先進事例等の調査を行い、政策立案及び政策提

言を行うこと。 
  （４） 意見書、決議等により、国等への意見表明等を行うこと。 

２ 議会は、前項各号に掲げる役割を果たすため、次に掲げる原則に基づき活

動するものとする。 
  （１） 市民との意見交換等を通じて多様な課題の解決に取り組むこと。 
  （２） 議員相互間及び市長その他の執行機関との討議を活発に行うこと。 

（３） 議会活動について、市民への説明責任を果たし、情報公開を行うこ

と。 
  （４） 議会を取り巻く情勢の変化を認識し、不断の議会改革を行うこと。 
 

【解 説】 

本条は、議会の役割及び活動原則について規定しています。 

第１項では、第１号から第４号で、議会の果たすべき役割を規定しています。 

 第２項では、第１号から第４号で、議会の役割を果たすための活動原則を規定し

ています。 

 

※ 合議制 

複数の人員で構成された組織体において、その構成員が集まって議論を通じ

て意思を決定する制度をいう。 

 

 ※ 独任制 

合議制に対するもので、１人で機関を構成し、独立して職務を執行し、意思

を決定する制度をいう。 

 

 ※ 意見書 

地方自治法第９９条の規定に基づき、議会は、市の公益に関することについ

て、国会や関係行政庁に議会としての意思を意見としてまとめた文書を提出す

ることができる。意見書の案は、議員又は委員会が提出し、本会議でその可否

を決める。 

 

 ※ 決議 

地方自治法に根拠規定はないが、議会が行う事実上の意思形成行為で、政治

的効果をねらい、あるいは議会の意思を対外的に表明することが必要である等

の理由でなされる議決のことをいう。 
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 ※ 審議 

「審議」は、本会議で付議事件について説明を聞き、質疑し、討論をし、表

決するといった一連の過程を指す用語。 

 

※ 審査 

 「審査」は、委員会において、付託を受けた議案、請願等について、議論し、

結論を出す一連の過程を指す用語。 

 

 ※ 政策立案、政策提言 

政策立案とは、政策研究を行うことで、その明らかになった問題について、

解決するための有効な政策をまとめること。 

   政策提言とは、上記の取りまとめた政策を発信すること。 
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第３章 議員の役割 

（議員の責務） 

第３条 議員は、公選による公職にある者として市民を代表して活動を行い、

研さんに努め、高い倫理観に基づいて行動し、市民からの負託に応えなけれ

ばならない。 

 
【解 説】 

本条は、議員の責務を規定しています。 

 

※ 公選による公職 

法律に基づく選挙により選ばれた公の職をいう。地方自治体の議会の議員の

ほか、国会議員や地方自治体の長も該当する。 

 
 
（議員の役割及び活動原則） 

第４条 議員は、次に掲げる役割を担うものとする。 
（１） 議案等の審議及び審査を行うこと。 
（２） 市政の課題について、政策立案及び政策提言を行うこと。 
（３） 市民との協働による開かれた議会の実現に資するため、不断の努力

を行うこと。 
２ 議員は、前項各号に掲げる役割を果たすため、次に掲げる原則に基づき活

動するものとする。 
（１） 多様な市民の意見と市政の課題を的確に把握し、市の政策立案及び

政策提言に適切に反映させること。 
（２） 市の政策立案及び政策提言に必要な調査研究を行うこと。 
（３） 各区の実情等の把握に努め、市全体の利益を勘案して、本市の意思

決定に反映させること。 
（４） 自らの議会活動及び議会における政策立案、政策決定等の過程につ

いて、市民にわかりやすく説明すること。 

 
【解 説】 

 本条は、議員の役割及び活動原則を規定しています。 

第１項では、第１号から第３号で、議員の果たすべき役割を規定しています。 

第２項では、第１号から第４号で、議員の役割を果たすための活動原則を規定し

ています。 
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（会派） 

第５条 議員は、議会活動を円滑に行うため、会派を結成することができる。 
２ 会派は、議員の活動を支援するとともに、政策立案等その意思を決定する

ときは、会派内で十分な討議を行うものとする。 
３ 会派は、政策立案、政策決定、政策提言等に関し、会派間で調整を行い、

合意形成に努めるものとする。 

 
【解 説】 

 本条は、会派について規定しています。 

 

 ※ 会派 

市政に対して同じような考え方や意見を持っている議員は、グループをつくっ

て活動しており、このグループを「会派」という。 
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第３章の２ 災害及び健康危機等発生時における議会の体制整備 
第５条の２ 議会は、大規模災害、重大な健康被害等の危機の発生による緊急

の事態から、市民の生命、身体及び財産を保護し、並びに市民の安全及び安

心を確保するため、市長その他の執行機関と連携及び協力をし、その迅速な

活動が図られるよう、大規模災害、重大な健康被害等の危機の発生時におけ

る議会としての体制の整備を図るものとする。 

 
【解 説】 

本条は、本市における危機管理の基本姿勢、基本方針である「北九州市危機管理

基本指針」の趣旨を踏まえ、地震や台風等の大規模災害や、感染症等の重大な健康

危機をはじめとした様々な危機発生時における、議会としての体制の整備について

規定しています。 

なお、本規定は、令和元年に確認されて以降、全世界的に重大な健康被害を及ぼ

した新型コロナウイルス感染症による健康危機を契機に、様々な危機発生時に、当

市議会として市長その他の執行機関と一丸となり、危機被害の防止及び軽減に何よ

りも全力で努め、市民の安全と安心を守り抜くという力強い決意を定めたものです。 

 

※ 「北九州市危機管理基本指針」 

本市が一体となって想定される危機の発生防止に努め、危機が発生したとき

には迅速に対応して被害の防止や軽減を図り、市民の安全と安心を確保するこ

とを目的として平成１８年、本市における危機管理に関して統一的な組織や体

制、対応方針を示し、組織的かつ的確に危機管理を確立するために定めた基本

方針。 

 

※ 危機 

「北九州市危機管理基本指針」において、「市民の生命、身体及び財産に重 

大な被害が生じ、または生じる恐れのある切迫した事態をいう」と定めている。 

 

※ 健康危機 

「北九州市健康危機管理計画」において、「医薬品、食中毒、感染症、飲料

水、その他何らかの原因により、市民の生命、身体及び健康に重大な被害が生

じ、または生じるおそれがある事態をいう」と定めている。 

 

※ 議会としての体制の整備 

  北九州市議会は、本市で、市民の生命、身体及び財産に重大な被害が生じ、 

又は生じるおそれのある切迫した事態が発生した際に、当議会が「北九州市災 

害対策本部」等の関係機関と一体となって、想定される危機の発生防止に努め、 

危機が発生したときには迅速に対応して被害防止や軽減を図り、市民の安全と 

安心を確保することを目的として、平成３０年、議会及び議員の基本的行動指 

針となる「北九州市議会災害・市民安全確保対応指針」を定めている。 
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第４章 議会と執行機関との関係 

 （市長その他の執行機関との関係） 

第６条 二元代表制の下、議事機関である議会と市長その他の執行機関は、独

立対等の立場で、適度な緊張関係と信頼関係を築き、相互の議論を深め、調

整を行いながら、本市の意思決定を行う。 

 
【解 説】 

 本条は、議会と市長その他の執行機関との関係について規定しています。 

 

 ※ 適度な緊張関係と信頼関係 

二元代表制のもと、議事機関である議会と市長その他の執行機関とは、それ

ぞれの機能を市民のために十分に発揮することが求められており、一定の緊張

関係を保ちつつも、市民福祉の増進及び市勢の発展という共通目標に向けた信

頼関係の構築も欠かすことができない。 

 
 

（資料の要求） 

第７条 議会は、市長その他の執行機関に対し、審議等に必要な資料の提供を

求めることができる。 

 
【解 説】 

本条は、議会が、議案等の審議、市長その他の執行機関に対しての監視及び評価、

政策立案及び政策提言等を行うため、市長その他の執行機関に対して有している情

報の提供を求めることができることを規定しています。 

 市長その他の執行機関には、求められた資料の提供に対して、誠実な対応が求め

られます。 

 
 

（議決事件） 

第８条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第２項の規定による

議会の議決すべき事件については、別に定める。 

 
【解 説】 

 議会の議決事件については、地方自治法第９６条第１項において、条例を制定改

廃すること、予算を定めること、決算を認定することなどの１５項目が規定されて

います。 

また、同条第２項で、議決することが必要と認める事件については、条例で追加

して定めることができると規定されています。 

 なお、本市では既に「北九州市市行政に係る重要な計画の議決等に関する条例」

が制定されており、「基本構想及び基本計画の策定、変更又は廃止に当たっては、

あらかじめ議会の議決を経なければならない」（第３条）と定めています。 
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第５章 議会運営 

 （議会運営） 

第９条 議会は、議会の運営に当たり、議会活動の公正性及び透明性を確保し

、議員相互間の活発な討議が行われるよう努めるとともに、議員平等の原則

に則り民主的で円滑な運営を推進する。 
２ 議会運営に関わる事項については、この条例の趣旨に則り、議会運営委員

会において協議し、調整する。 
３ 議長は、議会を代表して、民主的かつ効率的な議会運営を行わなければな

らない。 
４ 副議長は、議長と協力し、民主的かつ効率的な議会運営を行わなければな

らない。 

 
【解 説】 

本条は、議会運営について規定しています。 

  

※ 議員平等の原則 

議員間では、当選回数や年齢、経験等の区別なく平等であることをいう。 

 

 

 （委員会） 

第１０条 議会は、常任委員会及び議会運営委員会を置き、必要に応じて特別

委員会を置く。 
２ 常任委員会は、その所管に属する市の事務に関する調査を積極的に行い、

議案、請願等を審査する。 
３ 議会運営委員会は、適正かつ効率的な議会運営の実現に資するため、議会

の運営に関する事項等について調査を行い、議案、請願等を審査する。 
４ 特別委員会は、その目的、委員の数、設置する期間を明確にして、特定の

付議事件を審査する。 

 
【解 説】 

本条は、議会に設置される３つの委員会について規定しています。 

 議会の政策立案機能及び監視機能を強化するために、常任委員会を中心として運

営する考え方のもとに、第２項において常任委員会の所管事務調査を積極的に行う

ことを規定し、第４項において特別委員会は個別具体的に必要に応じて設置するこ

とを規定しています。 

 第３項では、議会の円滑な運営を行うために設置された議会運営委員会は、議会

の適正かつ効率的な運営の実現に資するよう努めなければならないことを規定して

います。 
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（会議等における質疑応答） 

第１１条 会議等における質疑応答は、市民へのわかりやすさに留意する。 
２ 会議等における質疑応答については、議員は、一問一答方式又は一括質問

一括答弁方式のいずれかを選択することができる。 
３ 市長その他の執行機関は、論点を明確にするために、議長又は委員長の許

可を得て、会議等における議員の質疑又は質問の趣旨を確認するため発言す

ることができる。 

 
【解 説】 

本条は、会議等における質疑応答について規定しています。 

 

※ 質疑 

会議において、議題となっている議案等に対して、その不明確な点を、提案

者等に説明や意見を求めること。 

  

※ 質問 

地方公共団体の事務全般にわたり、執行機関に対し事務の執行状況等につい

て説明や意見を求めること。 

 

※ 一問一答方式 

１つの項目について議員が質疑、質問し、市長等が答弁を行うことを重ねて

、その後、次の項目の質疑、質問を行うという質疑、質問形式の 1 つ。 

 

※ 一括質問一括答弁方式 

複数の項目についてまとめて議員が質疑、質問し、市長等がまとめて答弁を

行うという質疑、質問形式の１つ。 
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第６章 議会と市民との関係 

 （市民参加） 

第１２条 議会は、議会活動の過程において、市民との協働による開かれた議

会の実現に努めなければならない。 

 
【解 説】 

本条は、議会が市民との協働による開かれた議会の実現に努めることを規定して

います。 

 

※ 市民との協働による開かれた議会 

議会が活動を行う際に、市民との意見交換や議会の意思決定過程の公開等を

行うことによって、市民の多様な意見を把握し、市民の参加のもと諸課題の解

決を図るという北九州市議会が目指す方向性。 

 
 

（公聴会及び参考人制度の活用） 

第１３条 議会は、議案等の審議及び審査並びに調査に当たっては、公聴会及

び参考人の制度を積極的に活用するものとする。 

 

【解 説】 

本条は、議案等の審議及び審査並びに調査に当たっては、公聴会及び参考人制度

を積極的に活用していくことを規定しています。 

 

※ 公聴会 

重要な案件や住民の権利義務に大きな影響のある案件を審議等する場合に、

必要に応じて利害関係者や学識経験者等の意見を聴くために開催するもの。 

 

※ 参考人制度 

利害関係者や学識経験者等の出頭を求めて、意見を聴取する制度。「公聴会」

より簡便な手続で民意を直接聴取する方法とされる。 
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 （議会活動の報告等） 

第１４条 議会は、市民に対して積極的に議会活動に関する報告を行い、市民

への説明責任を果たすとともに、市民の意見を把握し、議会活動に反映させ

るものとする。 

 

【解 説】 

本条は、議会活動の報告等について規定しています。 

議会は、議会報告会の開催をはじめ、ホームページやＳＮＳを利用した情報の発

信等、多様な手段により市民に対して積極的に、議会活動に関する報告を行うこと

を規定しています。 

 

※ 議会報告会 

議員個人や会派としての見解を述べる場ではなく、議会として、審議や審査

の内容や過程等を説明し、市民からの意見を聴取し、議会活動に反映させるこ

とを目的としている。 

 

 

（議会広報の充実） 

第１５条 議会は、市民が市政に関心を深める議会広報を行い、情報伝達手段

の進化に応じて充実、強化しなければならない。 

 

【解 説】 

本条は、議会広報の充実、強化について規定しています。 

 
 

 （会議等の公開） 

第１６条 議会は、開かれた議会運営に資するため、会議等を原則として公開

する。 
 ２ 議会は、本会議の会議録及び委員会の議事等の記録を作成し、公開する。 
 ３ 議会は、会議等で用いた資料を積極的に公開する。 

 
【解 説】 

 本条は、会議等の公開、会議録等の公開及び会議等で用いた資料の公開について

規定しています。 
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第７章 議会の機能強化 

 （議会の機能強化） 

第１７条 議会は、市長その他の執行機関の事務の執行の監視及び評価並びに

政策立案及び政策提言に関する議会の機能を強化するものとする。 

 
【解 説】 

 本条は、議会の機能強化に関して規定しています。 

 
 
 （学識経験者等の活用） 

第１８条 議会は、地方自治法第１００条の２に規定する学識経験を有する者

等による専門的事項に係る調査を積極的に活用するものとする。 
 

【解 説】 

 本条では、学識経験者等の活用について規定しています。 

  

※ 地方自治法第１００条の２（専門的事項に係る調査） 

  この条文は、平成１８年の地方自治法の改正により追加されたものであり、

議会は、議案の審査及び市の事務の調査に関し、専門的な知見の活用が必要と

なった場合に、学識経験者等に専門的事項に係る調査をさせることが可能とな

った。 

なお、議会としての権限であるため、専門的事項に係る調査をさせるには、

議会の議決を要する。 
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（議会事務局の機能強化） 

第１９条 議会は、議会の機能を充実強化し、効果的かつ円滑な運営を確保す

るため、議会事務局を設置し、その機能強化に努めるものとする。 
２ 議会事務局は、議長の指揮監督の下、議会活動を補佐し、議会に関する事

務を執行する。 
３ 議会は、専門的な知識経験を有する者等を活用する等、議会事務局の体制

の強化及び運営の充実を図ることができる。 

 
【解 説】 

 本条は、議会事務局について規定しています。 

議会事務局とは、議長から任命された職員により構成され、議長の指揮監督のも

とで、議会活動を補佐する組織です。 

 
 
 （議会図書室の充実強化） 

第２０条 議会は、その役割を果たすために、必要な資料等を収集し、保管す

る議会図書室を設置し、充実強化に努めるものとする。 

  
【解 説】 

 本条は、議会図書室の充実強化について規定しています。 
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第８章 その他 

（議員定数等） 

第２１条 議員定数並びに議員報酬、費用弁償及び期末手当については、議会

の監視機能、調査機能及び政策立案機能の確保を考慮するとともに、他の地

方自治体の状況、社会経済情勢等を踏まえて、別に条例で定める。 

 
【解 説】 

本条は、議員定数並びに議員報酬、費用弁償及び期末手当について規定していま

す。 

なお、議員定数については、「北九州市議会議員定数及び各選挙区選出議員数に

関する条例」で、議員報酬、費用弁償及び期末手当については、「北九州市議会議

員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例」で規定されています。 

 
 
（政務活動費） 

第２２条 議会は、政務活動費を活用して、政策立案及び政策提言並びに市長

その他の執行機関に対する適切な監視及び評価などの議会活動の充実強化に

努めるものとする。 
２ 政務活動費については、その使途の透明性を確保しなければならない。 
３ 政務活動費の交付に関する事項については、別に条例で定める。 

 
【解 説】 

 本条は、政務活動費について規定しています。 

 なお、政務活動費の交付に関する事項については、「北九州市議会における政務

活動費の交付に関する条例」で規定されています。 

 
 ※ 政務活動費 

地方自治法の規定に基づき、議員の調査研究その他の活動に資するための必

要な経費の一部として交付される費用である。 
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（議員の資産等の公開） 

第２３条 政治倫理の確立のための議員の資産等の公開については、別に条例

で定める。 

 
【解 説】 

 本条は、議員の資産等の公開について規定しています。なお、当市議会では、「

政治倫理の確立のための北九州市議会の議員の資産等の公開に関する条例」に基づ

き資産等の公開を行っています。 

 
 

（他の条例等との関係） 

第２４条 この条例は、議会に関する基本的事項を定める条例であり、議会に

関する他の条例等を制定し、又は改廃する場合においては、この条例との整

合を図るものとする。 

 
【解 説】 

 本条は、この条例と他の条例等との関係を定めています。議会に関する他の条例

等の制定改廃に当たっては、この条例の趣旨を尊重し、この条例が定める事項との

整合を図ることを規定しています。 

 
 

（条例の見直し） 

第２５条 議会は、この条例の施行後、市民の意見、社会情勢の変化等を勘案

し、必要があると認めるときは、この条例の見直しを行う。 

 
【解説】 

 本条は、必要に応じて、この条例の見直しを行うことを規定しています。 

 
 

付 則 
この条例は、平成２３年１０月１日から施行する。 

   付 則（平成２４年１２月１９日条例第７４号） 
この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１０条の改正規定は地方自

治法の一部を改正する法律（平成２４年法律第７２号。以下「改正法」という

。） 中地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１０９条の改正規定の施行の

日から、第２２条の改正規定は改正法中地方自治法第１００条第１４項の改正

規定の施行の日から施行する。 
付 則（令和２年９月１１日条例第３９号） 

この条例は、令和２年１０月７日から施行する。 

 


